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2025 年４月から、新たに「かかりつけ医機能報告」制度が導入されます。この制度は、

地域における外来医療の役割分担を明確にし、患者がまずかかりつけ医を受診し、その後

必要に応じて基幹病院などの専門外来を紹介される仕組みを強化するためのものです。 

また、専門的な治療が終了した後には、再びかかりつけ医に戻すという流れを整え、地

域医療における「かかりつけ医機能」を明確化し、地域包括ケアシステムを推進する狙い

があります。 

厚生労働省はこの制度の円滑な施行に向け、本年 10 月 18 日に第１回目の自治体向け説

明会を開催しました。本レポートはその説明会の要点をまとめたものです。 

 

 

 

2040年に向けて、日本の人口動態には一段と大きな変化が見込まれています。特に 85歳

以上の高齢者が増加する一方で、生産年齢人口は全ての地域で減少することが予測されて

います。大都市部では引き続き高齢者の人口が増加するものの、過疎地域では今後高齢者

人口は著しい減少をたどることになります。 

 

◆2040年の人口構成について 

 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

１│人口動態の変化と高齢化の進展     

かかりつけ医機能の充実、役割分担を図る 1｜ 
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医療需要は地域ごとに異なりますが、入院患者数は全国的に増加傾向で、特に高齢者の

割合が高まることがその要因とされています。一方、外来患者数は 2025年にピークを迎え

ると予測されています。 

 

◆入院患者数推計                     ◆外来患者数（通院のみ） 

 

 

在宅医療の需要は今後も増加し続け、2040年以降に多くの地域でピークを迎えると考え

られていますが、地域包括ケアシステムの推進により、医療と介護の複合的なニーズも高

まっています。 

このような流れから、医療・介護需要の拡大に対し 2025年以降、医療・福祉分野での人

材確保が大きな課題となります。 

 

◆医療と介護のニーズの変化 

 
（上下とも）厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

２│医療需要の変化や人材確保の課題     
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前述の通り、日本では 85歳以上の高齢者が増加する一方で、現役世代が減少する見込み

であり、将来的なマンパワー不足が課題とされています。 

こうした人口構成の変化に対応することに加え、これまでの「治す医療」から「治し支

える医療」を実現させるため、地域医療の中核としての役割が期待され、身近な地域にお

ける日常的な診療や疾病の予防のための措置、その他の医療の提供を行う機能としての「か

かりつけ医機能」を充実させることが急務となっています。 

 

◆ますます課題となる人材確保 

 

 

◆人口動態・医療需要・マンパワーの変化の概要 

 

（上下とも）厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

３│人口動態・医療需要・マンパワーの変化に伴いかかりつけ医機能の充実へ     
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厚生労働省が主導する「かかりつけ医機能報告」制度の発足に向けて、現在、地域で高

齢者や慢性疾患を抱える患者を支援するための新たな取り組みへの準備が進められていま

す。この仕組みでは、各医療機関は地域の都道府県知事に対して、かかりつけ医としての

機能を有しているかを報告することになっています。 

都道府県知事は、医療機関がかかりつけ医の役割を果たすための体制を備えていること

を確認し、地域での外来医療に関する協議の場において公表し、その情報を共有します。 

その後、かかりつけ医機能の確保に向けた具体的な対策が議論され、取りまとめられた

内容が地域住民に対し公表されます。 

このような流れにより、地域での継続的な医療支援体制が強化され、住民が安心して医

療を受けられる環境整備が進むことが期待されているのです。 

 

◆かかりつけ医機能報告の流れ 

 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

  

１│地域医療を支える「かかりつけ医機能報告」の取り組み     

かかりつけ医機能報告制度の概要 ２｜ 
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今後、高齢者の増加とともに、複数の慢性疾患を有し、医療・介護の複合的ニーズを抱

える患者が増えることが予想されます。しかし、医療従事者の人員は限られているため、

地域の医療機関や専門職が役割を分担しながら、質の高い医療を効率的に提供する体制づ

くりが求められています。 

そのため、かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会では、かかりつけ

医機能の情報提供制度を通じて「かかりつけ医機能を有する医療機関」の役割を国民に周

知し、適切な医療機関選びを支援する方針についての議論がなされました。また分科会で

は、地域における協議の場で必要な医療機能を確認し、不足するサービスを補うための対

策を検討・実行することも検討されています。さらには、医師の研修や医療ＤＸ（デジタ

ル技術）基盤の強化を通じて、地域医療の質向上を目指すとしています。 

 

◆「かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会」報告書 

 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

  

２│地域医療の充実に向けた「かかりつけ医機能」の確立と情報提供     
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下表に示す通り、2024年 10月以降は、現状の協議体や会議体の活用方法、市町村と連携

し地域医療・介護体制の課題確認を進めることとなります。協議においては、キーパーソ

ン（決定権者や調整役）の特定と市町村が把握している課題の整理、参加者の選定が重要

となります。 

具体的には、2025年４月から 10月にかけて医療機関に情報提供を行い、2025年 11月か

らは報告依頼を実施。2026年１月から３月に定期報告を受領し、未提出の場合には催促対

応を行います。報告内容の集計と分析は 2026年４月から６月に行い、その結果を踏まえて

協議を進めることとなっています。 

このように、医療機関からの報告を基にしたデータの集積と分析を通じて、地域医療体

制の強化を図るという流れが示されています。 

 

◆都道府県における今後のスケジュールイメージ 

 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

  

３│都道府県の今後の取り組みスケジュール     
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かかりつけ医としての機能については「１号機能」「２号機能」に区分し、医療機関はそ

れぞれの機能を有しているか否かを報告することになります。 

「１号機能」は、特定機能病院および歯科医療機関を除く「病院・診療所」を対象とし、

かかりつけ医として継続的な医療が必要な患者に対し、日常の診療に加えて、患者の生活

背景を考慮し、適切な診療と保健指導を行うことを目的とし、医療提供が困難な場合には

地域の医師や医療機関と協力し、治療や指導の対応を調整するという役割もその機能に含

まれます。 

都道府県への報告事項としては、１号機能の概要を院内で掲示していること、かかりつ

け医の研修受講や総合診療専門資格の有無、17の診療領域での一次診療の対応状況、さら

には患者からの医療相談を受ける体制の有無が対象となります。 

これらの要件が満たされた医療機関は、次の段階として２号機能の報告をすることにな

ります。また、制度の進展に応じ、５年後には再検討することが予定されています。 

 

◆報告を求めるかかりつけ医機能「１号機能」 

 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

１│『１号機能』の概要と報告要件     

かかりつけ医機能は１号・２号に分類 ３｜ 
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「２号機能」については、通常の診療に加え、地域医療や在宅医療の提供など、拡張的

なかかりつけ医機能についての報告が求められています。 

２号機能に含まれる具体的な機能については「診療時間外での対応」が可能であること、

入院や退院時における「地域との情報共有」や「在宅患者向けの支援病床の確保」、さらに

は「介護サービス」と連携し、患者に必要な医療や支援を行う機能を有していることの４

点です。 

各医療機関はこれらの機能の有無や提供体制、他機関との連携状況について報告するこ

とになります。 

また、現状で１号・２号機能を備えていない医療機関については、将来的に機能を担う

意向を確認する仕組みとなっています。 

 

◆報告を求めるかかりつけ医機能「２号機能」 

 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

  

２│『２号機能』の概要と報告要件     
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「協議の場」では、地域の医療機関が協力し、休日や夜間の緊急時にも患者が身近な地

域で医療や相談を受けられる体制を整えることを目的としています。協議に参加するのは、

地域の医師会や都道府県、保健所、市町村、薬剤師会、看護協会、診療所、病院などであ

り、話し合いの内容や課題に応じて参加者が変わることもあります。 

協議の具体的な議題には、かかりつけ医機能報告で収集された情報の活用や、地域全体

で時間外診療の連携体制の確認・強化をすることが挙げられます。 

また、在宅当番医制や休日夜間の急患対応に参加している医療機関、連絡先を提供して

随時対応を行う医療機関、他の医療機関と連携して診療を行う体制の整備状況なども協議

されます。これに加えて、連携先が不足している地域や情報共有が不十分な地域について

は、具体的な連携強化策の検討も進められます。 

 

◆「協議の場」のイメージ 

 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

  

３│かかりつけ医機能報告制度に関する『協議の場』の役割     
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説明会での質疑応答のなかで、制度の目的に関する質問に対して、今後増加が予想され

る慢性疾患を抱えた高齢者への対応として、地域医療における「かかりつけ医機能」を確

保することの重要性が改めて強調されました。さらには、地域における時間外診療や在宅

医療、入退院支援を充実させるため、医療機関に対してかかりつけ医機能の取組状況を把

握し、その情報をもとに地域の医療体制を整備することも求めています。 

また、自治体における予算措置の必要性についても質問があり、これに対して厚生労働

省は、現行の医療機能情報提供制度に準じた対応を求めており、新たなシステム導入は不

要としています。総論に関する質疑応答は以下の通りです。 

 

◆総論① 

問 
本制度による報告を行うことが求められる医療機関の理解を得られるよう、本制度の目的を

あらためて教えてほしい。 

答 

今後、複数の慢性疾患や医療と介護の複合ニーズを有することが多い高齢者の更なる増加と

生産年齢人口の急減が見込まれる中、地域で必要となる時間外診療体制や、在宅医療、入退

院支援などのかかりつけ医機能を確保していくことが不可欠であると考えています。 

現在も医療機能情報提供制度などに基づく報告が実施されているところですが、本制度は、

それらとは趣旨目的が異なる報告制度であり、今後在宅医療等を担う意向の有無なども含め

て、医療機関におけるかかりつけ医機能の取組状況が分かるようになるものです。 

その情報をもとに、地域のかかりつけ医機能の確保状況を可視化することができ、その上で、

不足するかかりつけ医機能の協議に活用し、地域で必要な対策を検討してもらうことが重要

と考えています。 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

◆総論② 

問 
本制度に関して、自治体（都道府県・市町村）で予算措置は必要か。必要な場合、どのよう

な内容か。 

答 

予算措置については、報告業務に関しては、医療機能情報提供制度と同様の業務スキームで

システム上も実装していくため、現在の医療機能情報提供制度に係る各都道府県の運用状況

を確認いただき、同様の準備を行っていただくようお願いします。 

また、地域関係者との協議の場開催に関する経費や運営等の業務を支援するコーディネータ

ーに係る経費も考えられます。 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

１│総論に関する質疑応答     

説明会での質疑応答 ４｜ 
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報告対象は特定機能病院と歯科医療機関を除いたすべての医療機関とされており、既存

の医療機能情報提供制度に準拠した運用が行われます。既存制度（G-MIS）で払い出された

医療機関のアカウントに対し、かかりつけ医機能報告の権限を国が付与するため、新規の

アカウント発行は不要とされました。また、問い合わせ対応も既存制度に準じ、都道府県

で対応が難しい場合には国がサポートを行います。報告内容の確認業務として、地域にお

ける「かかりつけ医機能」の体制充足度を確認することが求められ、疑義が生じた際には、

医療機関へ確認を取り、必要に応じて修正を指示する体制が整えられます。 

 

◆報告業務① 

問 
病床・外来機能報告と同様に、都道府県において報告対象医療機関を選定後、厚生労働省が

医療機関への報告依頼及び医療機関からの問合せ対応を行うのか。 

答 

報告対象医療機関は、特定機能病院と歯科医療機関を除く全ての医療機関です。医療機能情

報提供制度の報告業務スキームに合わせる予定であり、現在の医療機能情報提供制度におい

て各医療機関のアカウントは既に払い出されていることから、当該アカウントにかかりつけ

医機能報告の権限も国において付与する予定です。したがって、かかりつけ医機能報告制度

として新規でのアカウント発行の業務は不要となります（新規開設等の場合は新規アカウ 

ント発行が必要）。 

また、医療機能情報提供制度とかかりつけ医機能報告制度は報告期間が同時期となる予定で

あることから、それらの両制度についてまとめて定期報告の案内等を行っていただくことも

可能とする想定です。問い合わせ対応については医療機能情報提供制度と同様に、医療機関

から各都道府県にあった照会について、各都道府県で対応が困難な場合には、国にエスカレ

ーションし国において回答を整理することで、各都道府県の問い合わせ対応を支援するスキ

ームを整備していく予定です。 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

 

◆報告業務② 

問 
報告業務においては、医療機関が G-MISに入力した内容を都道府県が確認するということだ

が、具体的にどのような確認業務を想定しているか。 

答 

確認業務の内容については、記載漏れや明らかな入力誤りがないかといった事務的な確認に

加え、地域におけるかかりつけ医機能の充足状況を確認する観点から、報告された２号機能

に係る体制を有するかどうかの確認が必要であり、確認結果は協議の場に報告し、協議に活

用することになります。 

報告内容に疑義がある場合には、適宜医療機関の担当者に確認を取り、必要に応じて修正を

促すといった業務を想定しています。 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

２│報告業務に関する質疑応答     



外来医療の機能分化の推進へ かかりつけ医機能報告制度の要旨 

                           医業経営情報レポート 12 

 

 

厚生労働省は、協議の単位は市町村規模で一律に設定されるわけではなく、地域の実情

や既存の取組み内容などに応じた柔軟な運用が求められるとしています。即ち、各地域で

の課題把握や既存の取り組みの状況を踏まえたうえで、市町村との協議を通じて適切な協

議単位を都道府県が調整して設定することが重要としています。 

また、協議の場での議論の基礎資料として、医療機関から提出される「かかりつけ医機

能」に関する報告データが活用されることになりますが、それにとどまらず、都道府県の

医療計画や市町村の介護データ、地域の日常生活圏域データなど、既存の多様なデータを

併用することも重要であるとしています。これにより、地域の医療・介護ニーズを包括的

に把握し、より実効的な協議と対策が行えることが期待されています。協議の場に関する

質疑応答は以下の通りです。 

 

◆協議の場① 

問 
協議の場の圏域の考え方について教えてほしい。 

協議の場の単位は市町村となるイメージか。 

答 

自治体の規模や地域の実情等によっても異なるものであり、協議テーマ、市町村の規模、こ

れまでの取組内容によって、色々なパターンがあると考えています。 

このため、まずは市町村と協議しながら既存の取組や現状の課題把握等を進めていくことが

重要だと考えており、地域の現状や課題等を踏まえた上で、都道府県において市町村と調整

しながら協議の場の単位を検討することが必要だと考えています。 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

 

◆協議の場② 

問 
協議の場における議論の基礎になるのは、医療機関からのかかりつけ医機能報告に基づくデ

ータだと考えるが 、他のデータを活用することも想定しているか。 

答 

医療機関からのかかりつけ医機能報告に基づくデータに加え、都道府県医療計画等で把握し

ているデータ、市町村で把握している介護関係のデータ、日常生活圏域のデータなど、既存

の様々なデータも活用いただくことが重要だと考えています。 

厚生労働省：かかりつけ医機能報告制度に係る第１回自治体向け説明会 

 

以上のように、今回の厚生労働省による自治体向け説明会では、医療機関の報告制度、

協議の場の運用方法、予算措置の必要性について、具体的な質疑応答が行われました。 

かかりつけ医の報告制度が適切に運用されることで、地域の医療・介護ニーズに即した

支援体制がより一層強化されることが期待されています。  

３│『協議の場』に関する質疑応答     
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